











利用者負担，法目的の 3 点を切り口にして概括する。第 3 章では，障害者自立支援法も
その一環をなす社会保障領域全体の新自由主義改革の展開を追い，その目的を確認する
































　白石区の記録（面談受付票）では，姉の過去 3 回の生活保護の「相談」（2010年 ６ 月，











































































































































































村長が定める基準により算定した額」（身障福祉法第17条の ４ 第 2 項第 2 号及び第17条



































































































































































































































































































































は引用者）の 2 ヵ所，他には第1６条（教育）で 2 ヵ所，第1４条（医療・介護等），第17













































































































































































　「障害者総合支援法」は，2012年 ６ 月に成立した。また，この年の 8 月には消費税増
税法案とともに，家族を含めた自助努力を優先して公助を限定する「社会保障制度改革
推進法案」が可決された。「子ども子育て支援法」も可決・成立しており，福祉の市場
化を目的として，国家による財政統制の強化も伴っている新自由主義的福祉改革は，明
らかに2012年夏をターニングポイントとして加速するであろう。
　しかし，障害福祉分野に限定されているとはいえ，内閣府に設置された障がい者制度
改革推進会議の総合福祉部会がとりまとめた障害者総合福祉法への「骨格提言」は，新
自由主義的福祉改革を明確に否定し，障害者権利条約の批准をめざした事実は，今後に
とっても重要な足掛かりを残したといえよう。また，22４の地方議会が「骨格提言を尊
重する新法を」と決議を上げ，その実現に必要な財政保障を求めている。政府と国会が
佛教大学総合研究所紀要別冊　脱施設化政策における知的障害者のグループホームの機能とその専門的支援の研究24
「骨格提言」を無視し，新法を自立支援法の一部改正にとどめようとしている最中に，
地方議会では障害者の声を聞き，その実現をめざす動きを示していた事実は重いといわ
なければならない。
　障害者総合支援法に含まれる問題点は，介護保険制度，子ども子育て支援関連法とも
共通していることから，障害者総合福祉法への「骨格提言」は，憲法原理にもとづく社
会保障・社会福祉の再構築という国民的課題を果たす上でも貴重な示唆を与える文書と
なっている。
　　＊本稿は，平成22年度佛教大学特別研究費補助による成果の一部である。
（スズキ ツトム　兼担研究員）　
